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当資料は市場環境に関する情報の提供を目的としてニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではあり
ません。 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料のグラフ・数
値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な
投資成果を示すものではありません。 当資料のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。
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・給与支払い総額500万ドル以下の中小企業の給与税6.2％を12年に一時的に3.1％に。

　・新規雇用や賃上げで給与支払い総額が増加した企業は、増加分につき翌年度に5,000万ドルまで給与税雇用者負担分を全廃。
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失業救済

来年の米景気に大きな影響を与える給与税減税、失業保険給付の延長審議は12月初旬から本格化。

最終的には同延長審議は民主・共和党間で合意に至り、景気下押し圧力は抑制されると見ています。

但し、2013年会計年度（12年10月～13年9月）は景気下押し圧力が残る模様。
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出所：図表はブルームバーグ、各種報道のデータを基にニッセイアセットマネジメント作成
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図表①】

●オバマ政権が9月に打ち出した景気刺激策（オバマ雇用対策）は10月に事実上の廃案になりました。その後、オバマ大統

 

領は景気刺激策のうち、個別に法案（2011年末に期限切れとなる給与税減税と失業保険給付の延長）を提出しました。こ

 

の延長審議の行方は、来年の米国景気の行方に大きな影響を与えるため要注目です。これらの審議は12月初旬から本格

 

化します（図表①）。

●仮にこの延長がない場合、2012年の家計可処分所得が1％程度押し下げられる試算もあり、

 

景気の下押し圧力となります。

 

民主党は給与税減税の延長による約1,100億ドルの歳入減を補う財源として富裕層に対する増税を挙げていますが、共和

 

党は富裕層増税に反対しており、両党間の意見が対立していました。ただ、共和党のマコネル上院院内総務は減税延長

 

による歳入減を補う財源の共和党案を協議した上で、給与税減税延長支持に転じた模様で、最終的には減税延長は合意

 

に至るものと見られます。

●図表②は、オバマ雇用対策のうち減税部分のみが成立する想定で試算した景気刺激策の支出（一部推計）です。この場

 

合、2012年会計年度（2011年10月～12年9月）の景気下押し圧力は抑制されます。ただ、2013年会計年度（2012年10月～

 

13年9月）に関しては景気下押し圧力が大きく残ることになります。一方、仮に、延長に至らない場合、図表②の点線棒グラ

 

フ部分の支出が剥落することになり、大幅な景気下押し圧力がかかることになります。

【

 

図表② 】

※10年12月の追加措置のうち企業向け100％加速度減価償却の影響は除いている。
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今回のオバマ提案のうち、減
税部分のみが成立した場合
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